
第33期年次報告書
平成24年6月1日から平成25年5月31日まで

ヴィジョン

教えるとは  ともに希望を語ること

「教育」というフィールドで人々の成長を支援します
「自立」をテーマに、顧客への提供価値を高めます

学習塾事業での新たな展開と、将来の成長を担う新規事業への積極的な投資を行います

−−− 教育理念 −−−
私たちは、学力と人間性の向上をはかります
私たちは、達成体験を通じて自信がつく指導をします
私たちは、自立と貢献のできる人を育成します
私たちは、国際社会で活躍できる人を育成します



 学習塾事業の期中平均生徒数は、ほぼ計画通りの23,779人（FC事業における末
端生徒数を含む）となりました。

 個別指導部において、子会社Kyoshin USA,Inc.による京進スクール・ワンＮＹ
ハリソン教室を開校しました。

 当セグメント全体の生徒数は順調に増加し、期中平均生徒数が1,689人となりました。
 英会話事業部において、３校を新たに開校しました。
 日本語教育事業部において、子会社（株式会社京進ランゲージアカデミー）を設立し、
２校の日本語学校（東京都新宿区及び台東区）の運営を開始しました。
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主要セグメント

※�当第３四半期連結会計期間より、『ＦＣ事業部』を「学習塾事業」セグメントに含めて開示し
ております。右記グラフの第31期業績については、新セグメント区分に組み換えて表示
しております。

単位：百万円

単位：百万円

京都から世界へ

「教育」というフィールドで人々の成長を支援します
・  「自立」をテーマに、顧客への提供価値を高めます
・  学習塾事業での新たな展開と、将来の成長を担う新規事業への積極的な投資を行います

学習塾事業における商品・サービスの改革
　当社では、これまで独自の学習システムを顧客に
提供してまいりましたが、当期より脳科学の見地か
らその有効性を裏づけ、自主性を促すリーチングメ
ソッドを活用した新たな指導を行っております。ま
た、進学校である灘校の元教師、橋本武先生とのコ
ラボレーションにより“遊ぶように学ぶ”学習法「銀
の匙様式国語授業」など、新しい商品を開発してお
ります。生徒が自主的に学びに向かうことで「自立」
につなげる試みです。
　後方支援を行うスタッフ部門においても、生産性
を高め、顧客にとっての価値を生み出せる体制にし
てまいります。

なぜ、新規事業に投資する必要があるのか？
　2013年の15歳人口は、ピークであった1988年
の59％にまで減少し、その変化はさらに進むと予
測されます。これからの学習塾業界では、顧客にとっ
て大きな価値を生み出せる企業だけが生き残れると
考えています。だからこそ、基幹事業である学習塾
事業で培ってきた資産とノウハウを活かして、未来
への投資を行う時期に来たと考えています。
　かつては新規事業であった個別指導部門も、この
14年間で、売上高で約18倍、赤字から大きな利益
をあげる状態へ転換し、我々を支える大きな柱とし
て成長しています。14年前の投資があったからこ
そ、現在の状態が存在します。

資源配分の比率を新規事業や海外へ
　基幹となる学習塾事業で投資の原資を生み出すこ
とがまず何よりも重要です。その上で、そこで得た
資源（ヒト・モノ・カネ・情報）を新規事業に配分
していきます。事業部利益で黒字に転換を遂げた英
会話事業、FC事業の競争力をさらに高め、次の新
規事業の芽を育成し、未来に向けて拡大成長させる
礎を築いてまいります。

拡大・成長の根幹は「人」
　未来の京進を担う次世代リーダー（次期部長）の
育成を行っております。2025年ビジョンの「100
人の社長」を見据えるとともに、次世代のリーダー
が育つことが部下の成長にもつながると考え、新規
事業を牽引する人材の育成を行ってまいります。
　また、ミドルマネージャーのリーダーシップとマ
ネジメント力を向上させ、顧客と接する最前線の現
場を活性化させます。
　株主の皆様には、より一層のご支援とご鞭撻を賜
りますよう、よろしくお願い申し上げます。

M e s s a g e  f r o m  t h e  P r e s i d e n t

代表取締役社長 白川 寛治

■過去の新規事業への投資成果（個別指導部）
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■創業50周年　2025年ビジョン

　株主の皆様には、平素よりご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。
　近年、教育業界におきましては、学齢人口の減少が続く中、新たな事業領域への参入や新学習サービス・
教材の開発等、様々な取り組みが展開されております。当社グループでも、学習塾事業における収益の向上
を図りつつ、次の中心事業となる新規事業の発展に注力しております。
　なお、当連結会計年度における業績につきましては末ページに記載の通りでございます。

大幅増！

ヒト モノ

カネ 情報 投資

英会話事業
FC事業

日本語教育事業
幼児教育事業
保育事業
研修事業

学習塾事業 新規事業



日経新聞にHOPPAについての記事が掲載されました。知育
や英語教育を特長とした保育園として取り上げられました。 

また、京進が東京に保育園を開設することに関しての記事が
掲載されました。今後3年で首都圏を中心に10施設を目指すと
報じられています。 

教育を通じて、日本、アジア、 
そして世界に貢献

　21世紀は国際化そして情報化の時代であり、「ビ
ジネス・人・文化」の交流はますます盛んになって
きます。オフィスや学校のなかで、様々な言語・文
化の人間が一緒に働き、学ぶ風景は、今ではめずら
しいことではありません。
　私たちは、国際社会で活躍できる人を育成するこ
とを教育理念のひとつにしています。日本語を使っ
て活躍できる人材を育てるため、中国をはじめ、タ
イやベトナムの大学内に、京進の日本語センターを
設置し、大学における日本語コースやプログラムの
展開を進めてきました。
　また国内においては、2011年より渋谷、新宿、
秋葉原の日本語学校を京進グループに迎え入れまし
た。日本で「学びたい、働きたい」と考える留学希
望者や留学生に対し、様々な教育支援・就職支援な
ども行っていく予定です。

　京都を中心に、兵庫、大阪方面へ積極的な開校を
図り、シェア拡大を目指しております。
　同時に、優良なネイティブ教員の採用と育成を強
化し、質の高い教育と日常的に英語に慣れることが
できる環境づくりに取り組んでおります。
　今後、英語で「理科実験教室」（新コース）の導
入を計画しており、新たな顧客層の開拓を進めてま
いります。

　第1号保育園HOPPA（からすま京都ホテル）の
集客が順調に進んでおり、経営的にも黒字化が見通
せています。
　2園目として首都圏への出店を予定しており、3
年後には10園の出店を計画しております。そのた
めに保育園モデルのパッケージ化とオペレーション
の確立、多店舗化を見据えた人材育成に取り組み、
今後の出店スピードを早めてまいります。

保育事業のビジネスモデル確立を進め、首都
圏へ展開。10園の出店を計画しております。

積極的な教室展開を開始。関西トップクラスの
こども英会話教室を目指します。

私たちは、国際社会で活躍できる人を
育成します。

ミャンマーで「日本語スピーチコンテスト」開催
　近年、政治改革や経済成長で大きな注目を集めているミャン
マー。日本でも注目度が高まり、多くの企業が進出を計画し始め
ています。
　京進では、1999年以来、発展途上国の教育支援の一環と 
して、ミャンマー第二の都市マンダレーにある国立聾唖学校への
寄付を続けてきました。寄宿舎や校舎の新築、学校での職業訓
練センター設置、教育に必要なIT設備の購入などに役立ててい
ただいています。
　2013年3月、マンダレーでは初となる日本語スピーチコンテス
トを京進主催で開催いたしました。マンダレーでは数百名が日本
語を学習していますが、その中から15名がコンテストに出場し、
優勝者には日本への短期留学の特典が与えられました。
　京進は、今後も発展途上国への教育支援と、世界の国 と々日
本の架け橋となるような人材輩出に貢献したいと考えています。

■ユニバーサルキャンパス（英会話教室）教室数の推移
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 日本の看護師資格に合格しました

周子涵さん
中国出身

2013年3月卒業

私は、中国の看護師の資格を持って
日本にやってきました。日本では日本
語の勉強と日本の看護師の国家試験の
勉強をしました。今年の4月から看護
師として日本の病院で働いています。
学校では、他の看護師を目指す学生さ
んと一緒に参考書をみんなで読み合わ
せをして、励まし合って頑張りました。
これからも日本の先進的な医療を勉強
したいと思います。

京進の保育事業

京進のCSR

日本語教育の推進 京進の英会話事業

トピックス

○開催日：2013年3月31日　
○場所：マンダレーデフスクール

2013/6/25 日経新聞
地元経済（京滋面）▶

▲2013/7/10 日経新聞
　（企業2面）

　今後は首都圏のみならず、他の地域においての開
校も検討しています。



連結貸借対照表（要約）

科 目 前期末
（H24年5月期）

当期末
（H25年5月期）

資
産
の
部

流 動 資 産 1,850,482 1,820,943

固 定 資 産 5,888,414 5,908,596

有 形 固 定 資 産 3,772,825 3,714,014

無 形 固 定 資 産 146,201 200,988

投資その他の資産 1,969,387 1,993,594

資 産 合 計 7,738,897 7,729,540

負
債
の
部

流 動 負 債 2,059,032 2,210,681

固 定 負 債 3,477,623 3,227,208

負 債 合 計 5,536,656 5,437,889
純
資
産
の
部

株 主 資 本 2,223,701 2,263,156

その他の包括利益累計額 △21,461 28,494

純 資 産 合 計 2,202,240 2,291,650

負債・純資産合計 7,738,897 7,729,540

連結損益計算書（要約）

科 目
前期

H24年3月 1 日から
H24年5月31日まで

当期
H24年6月 1 日から
H25年5月31日まで

売 上 高 1,907,195 9,902,685
売 上 原 価 1,762,527 7,295,838
売 上 総 利 益 144,668 2,606,847
販売費及び一般管理費 684,667 2,350,288
営業利益又は営業損失（△） △539,999 256,558
営 業 外 収 益 3,306 18,791
営 業 外 費 用 18,979 51,596
経常利益又は経常損失（△） △555,673 223,754
特 別 利 益 16,320 ー
特 別 損 失 47,469 68,470
税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△） △586,821 155,283

法 人 税 等 △202,309 115,829
当期純利益又は当期純損失（△） △384,511 39,454

（単位：千円）（単位：千円）

商 号 株式会社 京 進
（英語名 KYOSHIN CO.,LTD.）

本 社 所 在 地 〒600-8177
京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382-1
TEL 075-365-1500（代表）

創 業 昭和50年6月
設 立 昭和56年4月2日
資 本 金 327,893千円
役 員 代 表 取 締 役 会 長 立 木 貞 昭

代 表 取 締 役 社 長 白 川 寛 治
専 務 取 締 役 土 坂 義 高
取 締 役 髙 橋 良 和
取 締 役 樽 　 井 　 み ど り
取 締 役 福 澤 一 彦
常 勤 監 査 役 福 盛 貞 蔵
監 査 役 彦 惣 　 弘

（平成25年8月22日付で退任）

監 査 役 尾 川 宣 之
監 査 役 市 原 洋 晴

従 業 員 668名（連結）（平成25年5月31日現在）

会社概況 株式情報

株主メモ

所有者別株式数分布

事業所数と生徒数の推移

（平成25年5月31日現在） （平成25年5月31日現在）

個人・その他
6,915千株
（82.4％）

金融機関
1,321千株
（15.7％）

金融商品取引業者
19千株
（0.2％）

外国法人
8千株
（0.1％）

合計
8,396
千株

その他の法人
133千株
（1.6％）株主名 持株数（千株）持株比率（％）

立木 貞昭 2,725 32.46

京進社員持株会 584 6.96

株式会社 三菱東京UFJ銀行 342 4.07

京進取引先持株会 263 3.14

立木 泰子 254 3.03

立木 康之 254 3.03

白川 寛治 250 2.98

株式会社 京都銀行 208 2.47

株式会社 池田泉州銀行 208 2.47

株式会社 滋賀銀行 206 2.45

※持株比率は、自己株式（6,685株）を控除して計算しております。

発行可能株式総数� 22,640,000株
発行済株式の総数� 8,396,000株
株主数� 1,261名

大株主（上位10名）

事 業 年 度 6月1日〜翌年5月31日
定時株主総会の基準日 5月31日
期 末 配 当 金 受 領 株 主 確 定 日 5月31日
中 間 配 当 金 受 領 株 主 確 定 日 11月30日
定 時 株 主 総 会 毎年8月
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
電話　0120-094-777（通話料無料）

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所

公 告 の 方 法 電子公告により行う。
公告掲載URL　http://www.kyoshin.co.jp/

（ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたします。）

（ご注意）
1．�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きに

つきましては、原則、口座を開設されている口座管理
機関（証券会社等）で承ることとなっております。口
座を開設されている証券会社等にお問合せください。
株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱い
できませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きに
つきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関と
なっておりますので、左記特別口座の口座管理機関

（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱
UFJ信託銀行全国本支店でもお取次ぎいたします。

3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行
全国本支店でお支払いいたします。
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F i n a n c i a l  D a t e

C o r p o r a t e  P r o f i l e  &  S t o c k  I n f o r m a t i o n

証券コード：4735

ひとりひとりを大切に

２０１３年７月１６日の
東京証券取引所と
大阪証券取引所の統合に伴い、
株式会社京進は
東京証券取引所 市場第二部へ
移行いたしました。

業績・財務データ

会社概況 & 株式情報

※第32期連結会計年度は、決算期変更の経過期間であり、平成24年３月１日から平成24年５
月31日までの３ヶ月間となっております。


